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(兆円、％）

公的部門 家計部門 企業部門

岩手・宮城・福島３県の合計 ５０.３ １５ .０ ７ .３ ２８.０

（比率、％） (１００.０) (２９.８) ( １４.５) (５５.７)

わが国平均<比率、％> <１００.０> <２７.４> <１９.２> <５３.４>

岩手・宮城・福島３県の資本ストックの内訳と予想被害額

資本ストックの合計（除く土地）

１－１．被災中心３県の資本ストックと想定被害額

予想被害額（兆円） １６ .９ ５ .０ ２ .５ ９ .４

②社会基盤施設２.２
兆円、④ライフライン施
設１.３兆円、⑤その他
１.１兆円、計４.６兆円

出所：平成22年度版県民経済計算年報、同国民経済計算年報、内閣府記者発表資料

①建築物等１０.４兆円、
③農林水産関係１.９兆円、
計１２.３兆円
※政府資産では家計部門と企業部門が
分離されていない

政府資産１６.９兆円の内訳

（注）岩手・宮城・福島３県は1998年から2007年までの10年間におけるフローの累積。

「わが国平均」は2007年末時点のストック統計。



発生 地域GDP マグニチュード 直接被害総額 死亡者数

東日本大震災 2011年3月
約３０兆円

（GDPの６％）
９.０ １６兆円～２５兆円

１５,３８２人
（6月7日現在）

岩手・宮城内陸地震 2008年6月
約１２兆円

７.２ 約０.１４兆円 ２３人

最近の巨大地震１－２．最近の巨大地震と被害額

岩手・宮城内陸地震 2008年6月
約１２兆円

（GDPの２％）
７.２ 約０.１４兆円 ２３人

中越沖地震 2007年7月
約９兆円

（GPDの１.７％）
６.８ 約１ .５兆円 １５人

中越地震 2004年10月
約９兆円

（GPDの１.７％）
６.８ 約３兆円 ６８人

阪神淡路大震災 1995年1月
約２０兆円

（GDPの４％）
７.３ 約１０兆円 ６,４３４人



電力会社 原発数（基） 純資産額
廃炉の場合の

損失額
純資産額と
損失額の差

社債

北海道 ３ ２,７９７ ３,７９０ ▼９９３ ６,６３１

東北 ４ ４,７６９ ４,９７０ ▼２０１ １２,１３９

東京 １３ ５,２７４ １１,４９５ ▼６,２２１ ４４,９０７

中部 ３ １３,４４７ ３,９７２ ９,４７５ １７,８７０

原発廃炉の場合の影響額１－３．原発廃炉の影響額

北陸 ２ ３,１９７ ３,１３５ ６２ ５,３３３

関西 １１ １１,８３５ ６,３１８ ５,５１７ １７,１０６

中国 ２ ５,１４６ １,５３３ ３,６１３ ８,９００

四国 ３ ２,８３０ １,７８４ １,０４６ ４,５００

九州 ６ ７,６６７ ４,４０７ ３,２６０ １２,６０８

日本原電 ３ １,６２６ ２,５５９ ▼９３３ ４００

合計 ５０ ５８,５８８ ４３,９６３ １４,６２５ １３０,３９４

単位は億円。▼はマイナス。６月１８日朝日新聞記事等を加工。



推計式 定義式

７２ ２２ ５０

１８４ ７ １７７

方程式数

マクロ経済

財 政

（方程式数） 推計式 定義式

１６８ ０ １６８ ２９９

２８１ ４９ ２３２ １４４

１１８２ １２ １１７０ ６６０

外生変数
内生変数

人口構造・労働供給

マクロ経済

財政

２－１．内閣府経済財政モデルの概要

（２００４年当時）

５７３ ５５ ５１８

医 療 ５０ １６ ３４

年 金 ２３９ ３５ ２０４

介 護 １６２ ０ １６２

その他 １２２ ４ １１８

８２９ ８４ ７４５

社会保障

合 計

国債・地方債 ９４２ ０ ９４２ ４５２

その他 ２４０ １２ ２２８ ２０８

７１０ ５０ ６６０ ４６３

医 療 １１３ ２１ ９２ ８９

年 金 ３１０ ２５ ２８５ １６４

介 護 ２７３ ０ ２７３ ２０７

その他 １４ ４ １０ ４

２３４１ １１１ ２２３０ １５６６合 計

社会保障



2011年度 輸入額（億円） 前年比 寄与度 輸入数量 （単位） 前年比 単価前年比

総額 ６９６,９７４ １１.６％ １１.６％

原油及び粗油 １１８ ,９４１ ２１.９％ ３.４％ ２０９,８５４ （千KL) －２.４％ ２４.９％

原油及び粗油・液化天然ガスの輸入額・輸入数量２－２．原油・粗油・ＬＮＧの輸入額・輸入数量

液化天然ガス ５４ ,０２２ ５２.２％ ３.０％ ８３,１８３ （千トン） １７.９％ ２９.１％

○経常収支 ２０１０年 １７８,８７９億円
２０１１年 ９５,５０７億円

資料：財務省「貿易統計」

○貿易収支 ２０１０年度 ５３,３２１億円
２０１１年度 －４４,１６０億円 （速報）



２－３．燃料費増加見通し



１．財政赤字
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３－１．財政赤字対ＧＤＰ比の推移
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（自国通貨建長期債務 2012.6.12現在）

Moody’s S&P Fitch
Aaa/AAA アメリカ(↓) イギリス アメリカ(↓)

イギリス(↓) ドイツ イギリス(↓)
ドイツ オランダ（↓） ドイツ
フランス(↓) フランス(↓)
オランダ オランダ

Aa1/AA+ アメリカ(↓)

フランス(↓)

Aa2/AA

Aa3/AA- 日本 日本 (↓) 中国(↓)

中国（↑） 中国

A1/A+ 日本 (↓)

A2/A

A3/A- スペイン(↓) イタリア(↓)

イタリア(↓)

主要格付会社によるソブリン格付け一覧
３－２．主要格付３社によるソブリン格付

Baa1/BBB+ アイルランド(↓) アイルランド(↓)

イタリア(↓)

スペイン(↓)

Baa2/BBB スペイン(↓)

Baa3/BBB-

Ba1/BB+ アイルランド(↓) ポルトガル(↓)

Ba2/BB ポルトガル(↓)

Ba3/BB- ポルトガル(↓)

B1/B+

B2/B

B3/B-

Caa1/CCC+

Caa2/CCC ギリシャ ギリシャ

Caa3/CCC-

Ca/CC

C ギリシャ

SD/RD
（↑）は、アウトルックがpositiveとなっていることを示す。
（↓）は、アウトルックがnegativeとなっていることを示す。



４－１．貸付条件の変更等の件数等（被災地） （全国）



日米のマネタリーベースの推移４－２．日米マネタリーベースの推移



直接 間接 小計 合計 直接 間接 小計 合計

A ３ ６ ９ (a) ３ ４ ７ (b)

B ３ ６ ９ １８ ５ ４ ９ １６

A ５ ４ ９ (c) ５ ２ ７ (d)

<ｹｰｽ１・成長制約下>

有権者B

受益削減 受益拡大

有
権
者

受益
削減

直接 間接 小計 合計 直接 間接 小計 合計

A ３ ２ ５ (a') ３ ４ ７ (b')

B ３ ２ ５ １０ ５ ４ ９ １６

A ５ ４ ９ (c') ５ ５ １０ (d')

<ｹｰｽ2・成長状態>

有権者B

受益削減 受益拡大

有
権
者

受益
削減

５．災害復旧のペイオフ行列的考察

A ５ ４ ９ (c) ５ ２ ７ (d)

B ３ ４ ７ １６ ５ ２ ７ １４

者
A 受益

拡大

A ５ ４ ９ (c') ５ ５ １０ (d')

B ３ ４ ７ １６ ５ ５ １０ ２０

者
A 受益

拡大

A ０ ＋α ３０００

A １ ＋β １０００

直接効用 間接効用 堤防建設費

直接効用 間接効用 堤防建設費 住民１０００人の沿岸部集落での堤防
建設と集落移転の効用・コスト比較

ペイオフ行列のイメージ（自著）



本資料は、内閣府経済財政モデルによる平成 23 年 1 月、5 月、及び平成 24 年 1 月試算の抜粋である（同試算における「慎重」シナリオ
と「成長」シナリオの主要データ）。項目の「⑤」表記は「復旧・復興のための時限的財源措置の期間を 5 年間と想定した場合」、同「⑩」は
「同 10 年間と想定した場合」を表す。「非」表記は「仮に社会保障・税一体改革を考慮しない場合」を表す。

（潜在成長率＜％＞）
2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

慎重 23/1 0.4 0.6 0.7 0.7 0.7 0.8 0.9 1.0 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1
23/8⑤ ▲0.0 ▲0.5 0.3 0.7 0.7 0.7 0.9 1.0 1.1 1.1 1.2 1.2 1.2 1.2
23/8⑩ ▲0.0 ▲0.5 0.3 0.8 0.8 0.8 0.9 1.0 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.2
24/1

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023
成長 23/1 0.4 0.6 1.0 1.3 1.5 1.8 2.0 2.2 2.3 2.3 2.4 2.4 2.4 2.4

23/8⑤ ▲0.0 ▲0.5 0.3 1.2 1.4 1.8 2.1 2.3 2.4 2.4 2.5 2.4 2.4 2.4

（参考１）内閣府経済財政モデルと財務省後影響の試算概要

23/8⑤ ▲0.0 ▲0.5 0.3 1.2 1.4 1.8 2.1 2.3 2.4 2.4 2.5 2.4 2.4 2.4
23/8⑩ ▲0.0 ▲0.5 0.3 1.2 1.5 1.8 2.1 2.3 2.4 2.4 2.4 2.4 2.4 2.4
24/1

（実質成長率＜％＞）
2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

慎重 23/1 3.1 1.5 1.8 1.5 1.4 1.0 1.0 1.1 1.2 1.3 1.1 1.0 1.1 1.1
23/8⑤ 2.3 0.5 2.7 1.0 1.3 1.1 1.0 1.0 1.0 1.1 1.1 1.1 1.0 1.0
23/8⑩ 2.3 0.5 2.9 1.2 1.2 0.9 0.8 0.9 1.0 1.1 1.2 1.1 1.2 1.1
24/1 3.1 ▲0.1 2.2 1.5 0.7 0.9 1.3 1.1 1.2 1.2 1.2 1.2 1.1 1.1

24/1 非 3.1 ▲0.1 2.2 1.1 1.2 1.2 1.1 1.1 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023
成長 23/1 3.1 1.5 2.6 2.3 2.4 2.2 2.1 2.2 2.2 2.2 2.4 2.4 2.4 2.5

23/8⑤ 2.3 0.5 2.7 2.1 2.5 2.2 1.9 1.9 2.0 2.2 2.4 2.5 2.5 2.5
23/8⑩ 2.3 0.5 2.9 2.3 2.4 2.0 1.7 1.8 1.9 2.2 2.5 2.5 2.7 2.6
24/1 3.1 ▲0.1 2.2 2.1 1.4 1.7 2.1 2.0 2.1 2.2 2.3 2.3 2.3 2.3

24/1 非 3.1 ▲0.1 2.2 1.8 1.9 1.9 2.0 2.1 2.1 2.2 2.3 2.3 2.3 2.4



（名目成長率＜％＞）
2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

慎重 23/1 1.1 1.0 1.3 1.3 1.5 1.3 1.5 1.8 1.8 2.0 1.8 1.7 1.8 1.7
23/8⑤ 0.4 ▲0.4 2.6 1.1 2.2 2.3 1.5 1.7 1.9 2.0 1.9 1.7 1.5 1.3
23/8⑩ 0.4 ▲0.4 2.8 1.4 2.2 2.2 1.2 1.5 1.8 1.9 1.9 1.7 1.5 1.4
24/1 1.1 ▲1.9 2.0 1.7 2.6 1.8 2.3 1.6 1.7 1.8 1.8 1.8 1.8 1.8

24/1 非 1.1 ▲1.9 2.0 1.3 1.5 1.6 1.6 1.6 1.7 1.8 1.8 1.8 1.8 1.8

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023
成長 23/1 1.1 1.0 2.3 2.6 3.0 3.2 3.4 3.6 3.7 3.7 3.8 3.7 3.7 3.7

23/8⑤ 0.4 ▲0.4 2.6 2.4 3.9 4.1 3.0 3.1 3.5 3.7 3.9 3.9 3.8 3.7
23/8⑩ 0.4 ▲0.4 2.8 2.8 3.9 3.9 2.7 3.0 3.4 3.7 3.9 3.9 3.8 3.7
24/1 1.1 ▲1.9 2.0 2.7 4.1 3.6 4.1 3.4 3.6 3.7 3.7 3.6 3.5 3.5

24/1 非 1.1 ▲1.9 2.0 2.3 2.9 3.2 3.4 3.5 3.7 3.7 3.7 3.7 3.6 3.6

（GDP デフレーター＜％＞）
2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

慎重 23/1 ▲2.0 ▲0.5 ▲0.5 ▲0.2 0.1 0.3 0.5 0.6 0.7 0.7 0.7 0.7 0.6 0.6
23/8⑤ ▲1.9 ▲0.9 ▲0.1 0.1 0.9 1.2 0.4 0.7 0.9 0.9 0.8 0.6 0.4 0.3
23/8⑩ ▲1.9 ▲0.9 ▲0.1 0.2 1.0 1.3 0.4 0.7 0.8 0.8 0.7 0.6 0.3 0.3
24/1 ▲2.0 ▲1.8 ▲0.2 0.2 1.9 0.9 0.9 0.5 0.5 0.6 0.6 0.7 0.7 0.7

24/1 非

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023
成長 23/1 ▲2.0 ▲0.5 ▲0.3 0.3 0.6 1.0 1.3 1.4 1.5 1.5 1.4 1.3 1.2 1.2

23/8⑤ ▲1.9 ▲0.9 ▲0.1 0.4 1.3 1.8 1.0 1.2 1.5 1.5 1.4 1.4 1.2 1.1
23/8⑩ ▲1.9 ▲0.9 ▲0.1 0.4 1.5 1.9 1.0 1.2 1.4 1.4 1.4 1.3 1.1 1.1
24/1 ▲2.0 ▲1.8 ▲0.2 0.6 2.6 1.9 1.9 1.4 1.5 1.4 1.3 1.3 1.2 1.2

24/1 非



（消費者物価＜％＞）
2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

慎重 23/1 ▲0.6 0.0 0.5 0.7 0.8 1.0 1.0 1.0 1.0 1.1 1.1 1.2 1.2 1.2
23/8⑤ ▲0.4 0.2 0.3 1.7 2.6 2.8 1.3 1.3 1.4 1.3 1.3 1.2 1.1 1.0
23/8⑩ ▲0.4 0.2 0.3 1.8 2.8 2.9 1.3 1.3 1.3 1.3 1.2 1.2 1.0 1.0
24/1 ▲0.4 ▲0.2 0.1 0.5 3.1 1.6 1.7 1.1 1.1 1.1 1.2 1.1 1.2 1.2

24/1 非

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023
成長 23/1 ▲0.6 0.0 0.8 1.1 1.4 1.7 1.8 1.9 1.9 1.9 1.9 1.9 1.8 1.8

23/8⑤ ▲0.4 0.2 0.3 2.0 3.1 3.4 1.9 1.9 2.0 2.0 2.0 2.0 1.9 1.9
23/8⑩ ▲0.4 0.2 0.3 2.0 3.2 3.5 1.9 1.9 1.9 1.9 1.9 2.0 1.8 1.9
24/1 ▲0.4 ▲0.2 0.1 1.1 3.8 2.5 2.4 1.9 1.9 1.8 1.8 1.8 1.8 1.8

24/1 非

（基礎的財政収支＜兆円＞）
2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 20232010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

慎重 23/1 ▲30.9 ▲27.1 ▲24.0 ▲22.4 ▲21.7 ▲21.7 ▲22.2 ▲22.8 ▲22.9 ▲23.2 ▲23.2 ▲23.1 ▲23.8 ▲24.6

23/8⑤除 ▲28.6 ▲28.4 ▲23.1 ▲21.0 ▲18.4 ▲15.4 ▲15.7 ▲16.3 ▲16.6 ▲17.2 ▲17.6 ▲17.4 ▲18.1 ▲19.1

含む ▲28.6 ▲28.3 ▲24.4 ▲19.9 ▲17.1 ▲15.3 ▲15.４ ▲16.3 ▲16.6 ▲17.2 ▲17.6 ▲17.4 ▲18.1 ▲19.1

23/8⑩除 ▲28.6 ▲28.4 ▲23.0 ▲20.5 ▲18.0 ▲15.5 ▲16.1 ▲17.2 ▲17.6 ▲18.2 ▲18.3 ▲17.8 ▲18.1 ▲18.8

含む ▲28.6 ▲28.3 ▲26.7 ▲21.9 ▲17.8 ▲15.0 ▲15.5 ▲16.1 ▲16.5 ▲17.1 ▲17.2 ▲16.7 ▲18.1 ▲18.8

24/1 除 ▲31.9 ▲32.3 ▲25.9 ▲22.5 ▲18.9 ▲16.8 ▲15.4 ▲16.1 ▲16.3 ▲16.7 ▲16.6 ▲16.3 ▲17.0 ▲17.4

含む ▲31.9 ▲41.1 ▲29.0 ▲21.5 ▲17.4 ▲15.7 ▲15.0 ▲15.7 ▲15.9 ▲16.4 ▲16.2 ▲15.9 ▲16.6 ▲17.0

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023
成長 23/1 ▲30.9 ▲27.1 ▲23.0 ▲20.2 ▲18.5 ▲17.1 ▲16.9 ▲17.1 ▲16.4 ▲16.6 ▲16.2 ▲14.6 ▲14.3 ▲13.9

23/8⑤除 ▲28.6 ▲28.4 ▲23.1 ▲19.8 ▲15.5 ▲10.9 ▲10.3 ▲10.5 ▲9.9 ▲9.9 ▲9.1 ▲7.1 ▲6.4 ▲6.0

含む ▲28.6 ▲28.3 ▲24.4 ▲18.6 ▲14.1 ▲10.8 ▲10.1 ▲10.5 ▲9.9 ▲9.9 ▲9.1 ▲7.1 ▲6.4 ▲6.0

23/8⑩除 ▲28.6 ▲28.4 ▲23.0 ▲19.3 ▲15.0 ▲10.9 ▲10.8 ▲11.4 ▲11.0 ▲10.8 ▲9.9 ▲7.7 ▲6.5 ▲5.7

含む ▲28.6 ▲28.3 ▲26.7 ▲20.7 ▲14.8 ▲10.4 ▲10.3 ▲10.4 ▲9.9 ▲9.7 ▲8.7 ▲6.3 ▲6.5 ▲5.7

24/1 除 ▲31.9 ▲32.3 ▲25.9 ▲21.9 ▲17.0 ▲13.9 ▲11.8 ▲11.7 ▲10.6 ▲10.1 ▲8.9 ▲6.9 ▲6.6 ▲5.8

含む ▲31.9 ▲41.1 ▲29.0 ▲20.8 ▲15.5 ▲12.8 ▲11.4 ▲11.3 ▲10.2 ▲9.7 ▲8.5 ▲6.5 ▲6.2 ▲5.5



（後年度影響試算への影響）

（兆円）
22 23 24 25 26 27

23/1 月
（差額）

試算 1 44.3 44.3 49.5 51.8 54.2 ―
試算 2 44.3 44.3 49.0 51.0 53.3 ―

24/1 月
（差額）

試算 1-1 ― 44.3 44.2 45.7 45.3 45.4
試算 1-2 ― 44.3 44.2 47.2 49.1 50.8
試算 2-1 ― 44.3 44.2 45.4 44.6 44.3
試算 2-2 ― 44.3 44.2 46.8 48.4 49.9

24/1 月 試算 1-1 ― ▲22.7 ▲22.3 ▲22.3 ▲19.8 ▲18.224/1 月
（PB）

試算 1-1 ― ▲22.7 ▲22.3 ▲22.3 ▲19.8 ▲18.2
試算 1-2 ― ▲22.7 ▲22.3 ▲23.7 ▲23.6 ▲23.5
試算 2-1 ― ▲22.7 ▲22.3 ▲21.9 ▲18.7 ▲16.2
試算 2-2 ― ▲22.7 ▲22.3 ▲23.2 ▲22.4 ▲21.5

（注）１．「差額」は歳出入の差額。
２．試算１は「名目成長率１％台半ばを前提」。
３．試算２は「同３％程度を前提」。
４．試算枝番１は「社会保障・税一体改革素案」を考慮するベース。
５．試算枝番２は「同」を考慮しないベース。



発生頻度

今回の東日本大震災の

（参考２）テール・イベント的自然災害と経済被害

（出典）オランダ外国銀行協会年次総会
日銀総裁講演（２０１１年６月２７日）

今回の東日本大震災の
ような「極めてまれにし
か発生しない事象」

＝テール・イベント

1%の確率で発生する事象

損益



発生頻度

分布１
（裾野の短い分布）

分布２

分布が異なると同
じ確率であっても
損失額は異なる。

テール・リスク＝損失×確率

＜テール・イベント＞

損益
▲100▲150

分布２
（裾野の長い分布）

損失 収益

分布１の下
1％の確率で
生ずる損失

分布２の下
1％の確率で
生ずる損失

テール部
分の分布
形状の特
定は困難

テール・リスク
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東日本大震災（2011）

阪神・淡路大震災（1995）

(回)

イタリア地震（1980）

1%分位点5％分位点

自然災害の発生頻度

（注） １．東日本大震災の直接被害額は、内閣府による試算値（25兆円）を、2011年3月末の為替レート82.84ドル/円を用いてUS ドル単位に換算。

２．直接被害額は、インフラストラクチャー・農作物・住宅の被害額を指す。

（資料） Centre for Research on the Epidemiology of Disasters （Louvain 大学）「Emergency Events Database (EM-DAT)」
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直接被害額（前年名目GDP対比、%）
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日本の実質ＧＤＰの前期比の分布
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（前期比、％）

2009/1Q
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（注）1955/3Ｑ～2011/1Ｑのデータ。


